
※ 調 査 区 指定統計 平成１６年特定サービス産業実態調査 業 種 事 業 所※都道府県 ※市 区 町 村 ※

番 号 第 113号 番 号 番 号 番 号秘 物 品 賃 貸 業 調 査 票 番 号
平成１６年１１月１日 ０ １特定サービス産業実態統計

フ リ ガ ナ１ 事業所名及び所在地
Ⅰ 事 業 所 名

〒（ ）
電話 局 番Ⅱ 事業所の所在地 ( )

( ､ ､ ｡)貴事業所が支社 営業所の場合には 本社の所在地を下の欄に記入してください
〒（ ）

電話 局 番Ⅲ 本 社 の 所 在 地 ( )

２ 経営組織及び Ⅰ 経 営 組 織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円資 本 金 額 １ 会 社

２ 会社以外の法人・団体あてはまるものを
｡ ３ 個 人○で囲んでください

３ 本支社別 Ⅰ 事業所の本支社別 Ⅱ 物品賃貸業務を行う事業所数（本社を含む。）
１ 単独事業所（支社、営業所などをもたない事業所）あてはまるものを

か所○で囲んでください｡ ２ 本 社（支社、営業所などをもっている本社・本店）
３ 支 社（支社、営業所など）

注１ 「常用雇用者 とは１か月を超える雇用契４ 従業者数 Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ 事業所で物品賃貸業務に従事する従業者数 」
約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以平成１６年 月 日11 1 （「出向・派遣者」は含まない。）
上働き、現在も雇用されている人をいい、現在又はこれに最も ① 常 用 雇 用 者 ④臨時雇用者 計 出向・派遣者区 個人事業主 無給家､
また、③は、事業所で「嘱託」、「パート近い給与締切日現在 ②正社員 正職員 ①～④ 受入者 送出者人 ､ ( )分 族従業者又は有給役員 ③パート・アルバイト等

タイマー」、「アルバイト」又はそれに近で記入してください 人 人 人 人 人 人 人｡ 注１ 事業所の従業者数には有給役 男

い名称で呼ばれている人をいいます。員、臨時雇用者を含む。 女 人 人 人 人 人 人 人
注２ 事業所の従業者数には「出向・ 注２ 「出向・派遣者」には、物品賃貸業務に従事す

派遣者」の「送出者」を含み、 るために「受入・送出」した人数を記入して

ください。「受入者」を含まない。 Ⅲ Ⅱの物品賃貸業務に従事する部門別従業者数
計管理・営業部門 保守・管理・操作 そ の 他

部 門

人 人 人 人

５ 年間売上高、契約 Ⅰ 事業所の年間売上高 Ⅲ 「事業所の年間売上高」に占める各業務の割合（消費税額を含む。）
高及び契約件数

物品賃貸業務以外の業務平成１５年 月 日から 十兆 兆 千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円11 1 億 物品賃
10 31 貸業務 製 造 その他 計平成１６年 月 日ま 金融・保険業務卸売 小売業務･ その他のｻ

での 年間又は最も近い決 計が１００％となるように1 業 務 の業務ｰﾋﾞｽ業務

算日前の 年間について記 整数で記入してください。1
Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高」のうち、 % % % % % % 100%入して下さい。

（消費税額を含む。）物品賃貸業務による年間売上高
区分 Ⅳ 事業所の過去１年間のﾘｰｽ契約高 Ⅴ Ⅳの｢ ﾘｰｽ の契約期間十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 ② 年間契約件数」
ﾘｰｽ （消費税額を含む。）及びﾘｰｽ契約件数 別件数この調査票でいうリースと ① 年

区分 契約期間 件数は、物件を使用させる期間 間売上高 十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円
ﾘｰｽ １年を超えが１年を超え、契約期間中 ②レンタル ① 年間

３年未満 件解約の申入れをすることが 契 約 高年間売上高

計 年間総契約件数 ３年以上できないものをいい、レン
( + ) 件 ５年未満 件タルとは、リース以外の賃 ① ② ②リース年間 総契約件数と期

５年以上貸契約のすべてをいいます。 契 約 件 数 うち保守・管理・操作の条件 間別の合計が一
件 件（義務）のある契約件数 致するようにし

てください。
６ 年間契約高及び年間 Ⅰ ５－Ⅳの「①ﾘｰｽ年間契約高」及び５－Ⅱの「②ﾚﾝﾀﾙ年間売上高」の物件別割合

売上高の物件別割合 区 分 産 業 工 作 医療用 輸送用機器 ｻｰﾋﾞｽ 通 信 事務用 その他 計土木・建 商業用機 業 電子計算機・

機 械 機 械 機 器 自動車 その他 機 器 機 器計が１００％となるように 用機械・設備設機械 械・設備 同関連機器

リース整数で記入してください。
契約高 % % % % % % % % % % % % 100%
ﾚ ﾝ ﾀ ﾙ
売上高 % % % % % % % % % % % % 100%

７ 年間契約高及び年間 Ⅰ ５－Ⅳの「①ﾘｰｽ年間契約高」及び５－Ⅱの「②ﾚﾝﾀﾙ年間売上高」の契約先産業別割合
サービス業売上高の契約先産業 建設・ 金融・ 情 報卸売・ 電気 熱･ｶﾞｽ･

別割合 区 分 製造業 保険業 通信業 公 務 同業者 その他 計小売業 不動産 供給・水道業 （同業者を

除く）計が１００％となるように 業
リース整数で記入してください。
契約高 % % % % % % % % % % 100%
ﾚ ﾝ ﾀ ﾙ
売上高 % % % % % % % % % % 100%

８ 営業費用及び Ⅰ 年間営業費用（消費税額を含む。）
注１ 「年間営業費用」は、事業所全体と物品賃貸業務に係わる営業費用営業用有形固 区 分 事業所全体 物品賃貸業務

に分けて両方記入してください。定資産取得額 兆 兆千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円
注２ 「給与支給総額」は、基本給、賞与、諸手当で所得税、社会保険料、平成１５年 月 日から11 1 給 与 支 給 総 額

組合費などを差し引く以前のいわゆる税込み額を記入してください。平成１６年 月 日ま10 31 貸 与 資 産 原 価
注３ ｢貸与資産原価｣には貸与資産(リース及びレンタル用資産)の減価償での 年間又は最も近い決1 資 金 原 価

却費のほか、固定資産税、保険料が含まれます。算日前の 年間について記1 土地・建物
注４ ｢資金原価｣とは、貸与資産購入のための資金調達に伴う支払利息か入してください。 機械・装置

その他の営業費用 ら貸与資産購入資金により発生した預金利息を差し引いた金額をい

います。計

（消費税額を含む。）Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額
区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

機 械 設 備 装 置･ ･
土 地
･ 1 0 ( ｡) ｡建 物 そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 注１ 耐用年数 年以上で取得価額が１ 万円以上の有形固定資産の取得額 購入手数料を含む を記入してください

計 ｡注２ 過去１年間に、営業用有形固定資産の取得がない場合には０を記入してください

備 考 記 入 内 容 に つ い て 特 記 す べ き 事 項 が あ れ ば 記 入 し て く だ さ い 記 入 者 記 入 内 容 の 照 会 に 回 答 で き る 人 の 部 課 名 と 氏 名 申 告 者 代 表 者 の 氏 名( ｡ ) ( ) ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) ( )
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※ 調 査 区 指定統計 平成１６年特定サービス産業実態調査 業 種 事 業 所※都道府県 ※市 区 町 村 ※

番 号 第 113号 番 号 番 号 番 号秘 情 報 サ ー ビ ス 業 調 査 票 番 号
平成１６年１１月１日 ０ ２特定サービス産業実態統計

フ リ ガ ナ１ 事業所名及び所在地
Ⅰ 事 業 所 名

〒（ ）
電話 局 番Ⅱ 事業所の所在地 ( )

( ､ ､ ｡)貴事業所が支社 営業所の場合には 本社の所在地を下の欄に記入してください
〒（ ）

電話 局 番Ⅲ 本社の所在地 ( )

２ 経営組織及び Ⅰ 経 営 組 織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円資 本 金 額 １ 会 社

２ 会社以外の法人・団体あてはまるものを
｡ ３ 個 人○で囲んでください

３ 本支社別 Ⅰ 事業所の本支社別 Ⅱ 情報サービス業務を行う事業所数（本社を含む。）
１ 単独事業所（支社、営業所などをもたない事業所）あてはまるものを

か所○で囲んでください｡ ２ 本 社（支社、営業所などをもっている本社・本店）
３ 支 社（支社、営業所など）

注１ 「常用雇用者」とは１か月を超える雇用契４ 従業者数 Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ 事業所で情報サービス業務に従事する従業者数
約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以平成１６年 月 日11 1 （「出向・派遣者数」は含まない。）
上働き、現在も雇用されている人をいい、現在又はこれに最も 常 用 雇 用 者 ④臨時雇用者 計 出向・派遣者区 ①個人事業主 無給家族､
また、③は、事業所で「嘱託」、「パート近い給与締切日現在 ②正社員 正職員 ①～④ 受入者 送出者人 ､ ( )分 従業者又は有給役員 ③ 等ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ

タイマー」、「アルバイト」又はそれに近で記入してください。 人 人 人 人 人 人 人注１ 事業所の従業者数には有給 男

い名称で呼ばれている人をいいます。役員、臨時雇用者を含む。 女 人 人 人 人 人 人 人
注２ 事業所の従業者数には「出 注２ 「出向・派遣者」には、情報サービス業務に

向・派遣者」の「送出者」 従事するために「受入・送出」した人数を

してください。を含み、「受入者」を含ま 記入

Ⅲ Ⅱの情報サービス業務に従事する部門別従業者数ない。

研究員 その他 計管理・営業 シ ス テ ム プログラマ

部 門 エンジニア

人人 人 人 人 人

５ 年間売上高 Ⅰ 事業所の年間売上高 Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高」のうち、（消費税額を含む。）
（消費税額を含む。）平成１５年 月 日から11 1 情報サービス業務による年間売上高

平成１６年 月 日ま 十兆 兆 千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円 十兆 兆 千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円10 31 億 億
での 年間又は最も近い決1
算日前の 年間について記1

｡入して下さい
Ⅲ 「事業所の年間売上高」に占める各業務の割合

情報サービス業務以外の業務
計情報サー 物品賃貸 その他のインターネッ 卸売・小売 その他の

業 務ビス業務 製造業務 業 務 ｻｰﾋﾞｽ業務ト附随サービ 業 務

ス業務

計が１００％となるように
整数で記入してください。% % % % % % % 100%

６ 年間売上高の業務 Ⅰ ５－Ⅱの「情報サービス業務による年間売上高」の業務種類別割合
情報処理 受注ソフ ソフトウエア・プロダクツ システム ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ・サービス種類別割合

その他 計サービス トウェア ゲーム ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 等管理運 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 各種調査業務用パッ 等 その他
ケージ によるもの開発 ソフト ｿﾌﾄ 営受託基本

計が１００％となるように
整数で記入してください。% % % % % % % % % % 100%

７ 年間売上高の契約 Ⅰ ５－Ⅱの「情報サービス業務による年間売上高」の契約先産業別割合
サービ先産業別割合 建設・ 金融・卸売・ 情報通信業 電気･ｶﾞｽ･

製造業 不動産 保険業 公 務 同業者 その他 計小売業 （同業者を 熱供給・水道業 ス業
除く）業

計が１００％となるように
整数で記入してください。% % % % % % % % % % 100%

８ 営業費用及び Ⅰ 年間営業費用（消費税額を含む。）
注１ 「年間営業費用」は、事業所全体と情報サービス業務に係わる営業営業用有形固 区 分 事業所全体 情報サービス業務

費用に分けて両方記入してください。定資産取得額 兆 兆千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円
給 与 支 給 総 額 注２ 「給与支給総額」は、基本給、賞与、諸手当で所得税、社会保険平成１５年 月 日から11 1

料、組合費などを差し引く以前のいわゆる税込み額を記入してくだ平成１６年 月 日ま10 31 外 注 費
さい。での 年間又は最も近い決1 土地・建物

注３ 「外注費」は、業務の一部又は全部を事業所外に委託、下請、その算日前の 年間について記1 機械・装置
その他の営業費用 他の形式で発注した経費を記人してください。入してください。

計

（消費税額を含む。）Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額
区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

機 械 設 備 装 置･ ･
土 地
･ 1 0 ( ｡) ｡建 物 そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 注１ 耐用年数 年以上で取得価額が１ 万円以上の有形固定資産の取得額 購入手数料を含む を記入してください

計 ｡注２ 過去１年間に、営業用有形固定資産の取得がない場合には０を記入してください

備 考 記 入 内 容 に つ い て 特 記 す べ き 事 項 が あ れ ば 記 入 し て く だ さ い 記 入 者 記 入 内 容 の 照 会 に 回 答 で き る 人 の 部 課 名 と 氏 名 申 告 者 代 表 者 の 氏 名( ｡ ) ( ) ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) ( )
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※ 調 査 区 指定統計 平成１６年特定サービス産業実態調査 業 種 事 業 所※都道府県 ※市 区 町 村 ※

番 号 第 113号 番 号 番 号 番 号映 画 館 調 査 票 番 号
平成１６年１１月１日 ０ ８特定サービス産業実態統計

フ リ ガ ナ１ 事業所名及び所在地
Ⅰ 事 業 所 名

( ）〒
電話 局 番Ⅱ 事業所の所在地 ( )

( ､ ､ ｡)貴事業所が支社 営業所の場合には 本社の所在地を下の欄に記入してください
( ）〒

電話 局 番Ⅲ 本社の所在地 ( )

２ 経営組織及び Ⅰ 経 営 組 織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円資本金額等 １ 会 社

２ 会社以外の法人・団体あてはまるものを
○ ｡ ３ 個 人で囲んでください

Ⅲ 映画館の系列 Ⅳ 立地環境 Ⅴ 映画興行の形態 Ⅵ 映画館の形態
１ 映画制作配給会社直営 １ 単独館（映画館が１館のもの） １ 一般封切館（ロードショーを含む。） １ フィルム
２ 映画制作配給会社系列 ２ 複数の映画館の同居ビル ２ その他 ２ ビデオシアター
３ ３ ショッピングセンターなどとの同居型 ３ １及び２併用 ３ １及び２併用独立興行会社経営
４ ４ その他他産業経営
５ その他

３ 本支社別 Ⅰ 事業所の本支社別 Ⅱ 映画館業務を行う事業所数（本社を含む。）
１ 単独事業所（支社、営業所などをもたない事業所）あてはまるものを

○ ｡ ２ 本 社（支社、営業所などをもっている本社・本店） か所で囲んでください
３ 支 社（支社、営業所など）

注１ 「常用雇用者 とは１か月を超える雇用４ 従業者数 Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ 事業所で映画館業務に従事する従業者数 」
契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日平成１６年 月 日11 1 （「出向・派遣者」は含まない。）
以上働き、現在も雇用されている人をい現在又はこれに最も ①個人事業主 無給家 常用雇用者 ④臨時雇用者 計 出向・派遣者区 ､
い、また、③は、事業所で「嘱託」、近い給与締切日現在 族従業者又は有給役員 ②正社員 正職員 ③パート・アルバｲﾄ等 ①～④ 受入者 送出者人 ､ ( )分

「パートタイマー」、「アルバイト」又はで記入してください 人 人 人 人 人 人 人｡ 注１ 事業所の従業者数には有給役 男

それに近い名称で呼ばれている人をいいま員、臨時雇用者を含む。 女 人 人 人 人 人 人 人
す。注２ 事業所の従業者数には「出向・

派遣者」の「送出者」を含み 注２ 「出向・派遣者」には、映画館業務に従事す

し「受入者」を含まない。 るために「受入・送出」した人数を記入

てください。Ⅲ Ⅱの映画館業務に従事する部門別従業者数
その他 計管理・営業 出札・案内 映写部門 食堂・売店

部 門 部 門 （直営）

人 人人 人 人 人

（消費税額を含む。）５ 年間売上高 Ⅰ 事業所全体の年間売上高
平成１５年 月 日から 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円11 1 区 分

10 31 入 場 料 収 入平成１６年 月 日ま
食 堂・売店（直営 ) 売 上収入での 年間又は最も近い決1

1 そ の 他 の 収 入算日前の 年間について記
｡ 計入してください

６ 面積及び Ⅰ 総延べ床面積 Ⅱ 映写設備 Ⅲ 自動券売機の有無
施設等 装 置 型 式 １ あり

㎡ 区 分 台 数 区分 台 数 ２ なし
手動切替方式 台 35 ﾐ ﾘ 台
自動切替方式 台 70 ﾐ ﾘ 台

台 V T R 台水平円盤型巻取装置

完全自動装置 台 台その他

ビ デ オ 装 置 台
Ⅳ スクリーン（映画館）毎の座席数、音響設備

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10スクリーン（映画館）

座 席 数 席 席 席 席 席 席 席 席 席 席
ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ音 響 設 備

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20スクリーン（映画館）

座 席 数 席 席 席 席 席 席 席 席 席 席
ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ ﾁｬﾝﾈﾙ音 響 設 備

注 音響設備はチャンネル数をスクリーン毎に記入してください。

７ 入場者数等 Ⅰ 年間延べ入場者数及び上映本数
注 アニメーションには、洋画・邦画を問わず記入してください。区 分 入場者数 上映本数

洋 画 人 本
邦 画 人 本
アニメーション 人 本

計 人 本

Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額（消費税額を含む。）８ 営業費用及び Ⅰ 事業所全体の営業費用（消費税額を含む。）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円営業用有形固 区 分

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円定資産取得額 給 与 支 給 総 額 区 分
11 1 上 映 映 画 料 機械・設備・装置平成１５年 月 日から
10 31 広 告 ・ 宣 伝 費 土 地平成１６年 月 日ま

建物・その他の有形固定資産での 年間又は最も近い決1 土 地・建 物
1 機 械・装 置 計算日前の 年間について記

入してください 注１ 耐用年数 年以上で取得価額が１ 万円以上の有形固定資産の取得額 購入手数料を含む を記入してください。｡ 1 0 ( ｡)食堂・売店（直営)売上原価

注 過去 年間に、営業用有形固定資産の取得がない場合には を記入してください。その他の営業費用 2 1 0
計

注 「給与支給総額」は 基本給、賞与、諸手当で所得税 社会保険料 組合費などを差し引く以前の1 ､ ､ ､
｡いわゆる税込み額を記入してください

2 ･ ､ ｡注 食堂 売店の売上原価は 直営部門のみ記入してください

備 考 記 入 内 容 に つ い て 特 記 す べ き 事 項 が あ れ ば 記 入 し て く だ さ い 記 入 者 記 入 内 容 の 照 会 に 回 答 で き る 人 の 部 課 名 と 氏 名 申 告 者 代 表 者 の 氏 名( ｡ ) ( ) ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) ( )
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※ 調 査 区 指定統計 平成１６年特定サービス産業実態調査 業 種 事 業 所※都道府県 ※市 区 町 村 ※

番 号 第 113号 番 号 番 号 番 号ゴ ル フ 場 調 査 票 番 号
平成１６年１１月１日 ０ ９特定サービス産業実態統計

フ リ ガ ナ１ 事業所名及び所在地
Ⅰ 事 業 所 名

（ ）〒
電話 局 番Ⅱ 事業所の所在地 ( )

( ､ ､ ｡)貴事業所が支社 営業所の場合には 本社の所在地を下の欄に記入してください
（ ）〒

電話 局 番Ⅲ 本社の所在地 ( )

２ 経営組織及び Ⅰ 経 営 組 織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円資 本 金 額 １ 会 社

２ 会社以外の法人・団体あてはまるものを
○ ｡ ３ 個 人で囲んでください

３ 本支社別 Ⅰ 事業所の本支社別 Ⅱ ゴルフ場業務を行う事業所数（本社を含む。）
１ 単独事業所（支社、営業所などをもたない事業所）あてはまるものを

○ ｡ ２ 本 社（支社、営業所などをもっている本社・本店） か所で囲んでください
３ 支 社（支社、営業所など）

４ 運営方法、 Ⅰ 運営方法 Ⅱ 会員制の形態 Ⅲ 会員数(Ⅰで１又は２の場合)
会員数等 １ 会員制( １ 株主会員制 正会員 法人 口 人メンバー)

２ 会員・非会員制 ２ 預託会員制 個人 人あてはまるものを
○ ｡ ３ 株主・預託会員制 平 日 法人 口 人で囲んでください (セミ･パブリック)

３ 非会員制( ４ 社団法人会員制 会 員 個人 人パブリック)

５ その他

注１ 「常用雇用者 とは１か月を超える雇用５ 従業者数 Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ 事業所でゴルフ場業務に従事する従業者数 」
契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日平成１６年１１月１日 （「出向・派遣者」は含まない。）
以上働き、現在も雇用されている人をい現在又はこれに最も ①個人事業主 無給家 常用雇用者 ④臨時雇用者 計 出向・派遣者区 ､
い、また、③は、事業所で「嘱託」、近い給与締切日現在 族従業者又は有給役員 ②正社員 正職員 ③パート・アルバｲﾄ等 ①～④ 受入者 送出者人 ､ ( )分

「パートタイマー」、「アルバイト」又はで記入してください 人 人 人 人 人 人 人｡ 注１ 事業所の従業者数には有給役 男

それに近い名称で呼ばれている人をいいま員、臨時雇用者を含む。 女 人 人 人 人 人 人 人
す。注２ 事業所の従業者数には「出向・

派遣者」の「送出者」を含み、 注２ 「出向・派遣者」には、ゴルフ場業務に従事す

「受入者」を含まない。 るために「受入・送出」した人数を記入して

ください。Ⅲ Ⅱのゴルフ場業務に従事する部門別従業者数
その他 計管理・営業 フロント 施設・造園 キャディ 食堂・売店

部 門 部 門 部 門 （直営）

人 人人 人 人 人 人

６ 年間売上高 Ⅰ 事業所全体の年間売上高 Ⅱ 会員・非会員別曜日別グリーンフィ（ゴルフ場利用税を除き、消費税額を含む。）
（平成16年11月1日現在の１８ホールのグリーンフィを記入してください。）及び利用料金 区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

11 1 利用料金 区 分 月～金曜日 土曜日 日曜・祝祭日平成１５年 月 日から （グリーンフィ・諸経費）収入
10 31 キ ャ デ ィ フ ィ 収 入 会 法 正 会 員 円 円 円平成１６年 月 日ま

1 名 義 書 換 料 収 入 人 平日会員 円 円での 年間又は最も近い決
1 年 会 費 収 入 個 正 会 員 円 円 円算日前の 年間について記
｡ 員 人 平日会員 円 円入してください 食 堂 ・ 売 店 （ 直 営 ) 売 上 収 入

そ の 他 の 収 入 非 会 員 円 円 円
計

注 諸経費とは、ゴルフ場で定められた費用で選択できない経費をいいます。1
注 その他とは、上記以外のもので、例えばロッカーフィ、貸傘、貸靴、貸クラブなど及び食堂・売店の委託経営2

Ⅲ ゴルフ場のホール数 Ⅳ 駐車場の台数による収入額、賃貸料、宿泊施設料金の収入額などをいいます。

７ 面積及び施設等 Ⅰ ゴルフ場の総敷地面積 Ⅱ ゴルフ場の所有形態割合 ホール 台
計が１００％と 注 駐車場がない場合は０と記入してください。自己所有地 ％

㎡ 借 民有地 ％ Ⅴ 乗用カートの導入状況なるように整数
うちコース面積 地 公有地 ％ １ 導入している ２人乗り 台で記入してくだ

計 １００ ％ ２ 導入していない ４人乗り 台さい。
㎡ ５人乗り 台

注 キャディのみ搭乗のものは除く

８ 預託金等 Ⅰ 預託金の状況 Ⅱ 預託金返還請求への対応
区 分 会員数 預託金額 １ 当初契約どおり返還

満了している会員 人 億円 ２ 会員権の分割
据置期間中の会員 人 億円 ３ 据置期間の延長

４ 返還の一時保留注 法人・個人を含めた預託会員数を記入してください。ただし、法人の預託会員数は、利用可能人員ではなく、
５ その他１法人１人とします。

９ 利用者数 Ⅰ ゴルフ場の会員・非会員別年間延べ利用者数
区 分 利用者数
会 員 人
非会員 人
計 人

む。）10 営業費用及び Ⅰ 事業所全体の営業費用（消費税額を含む。） Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額 （消費税額を含
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円営業用有形固 区 分 区 分

定資産取得額 給 与 支 給 総 額 機械・設備・装置
11 1 コ ー ス 施 設 管 理 費 土 地平成１５年 月 日から

建物・その他の有形固定資産平成１６年 月 日ま10 31 土 地 ・ 建 物
1 機 械 ・ 装 置 計での 年間又は最も近い決
1 1 0 ( ｡) ｡算日前の 年間について記 注１ 耐用年数 年以上で取得価額が１ 万円以上の有形固定資産の取得額 購入手数料を含む を記入してください食堂・売店（直営）売上原価

入してください 注 過去 年間に、営業用有形固定資産の取得がない場合には を記入してください。｡ そ の 他 の 営 業 費 用 2 1 0
計

注 「給与支給総額」は､基本給、賞与、諸手当で所得税 社会保険料 組合費などを差し引く以前のいわゆる1 ､ ､
税込み額を記入してください。

2 ･ ､ ｡注 食堂 売店の売上原価は 直営部門のみ記入してください

備 考 記 入 内 容 に つ い て 特 記 す べ き 事 項 が あ れ ば 記 入 し て く だ さ い 記 入 者 記 入 内 容 の 照 会 に 回 答 で き る 人 の 部 課 名 と 氏 名 申 告 者（ 代 表 者 ） の 氏 名( ｡ ) ( ) ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ )
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済
産
業
省
に
送
付
さ
れ
、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

秘

賃
借
料



※ 調 査 区 指定統計 平成１６年特定サービス産業実態調査 業 種 事 業 所※都道府県 ※市 区 町 村 ※

番 号 第 113号 番 号 番 号 番 号テニス場（テニス練習場を含む。）調査票 番 号
平成１６年１１月１日 １ ２特定サービス産業実態統計

フ リ ガ ナ１ 事業所名及び所在地
Ⅰ 事 業 所 名

( )〒
電話 局 番Ⅱ 事業所の所在地 ( )

( ､ ､ ｡)貴事業所が支社 営業所の場合には 本社の所在地を下の欄に記入してください
( ）〒

電話 局 番Ⅲ 本社の所在地 ( )

２ 経営組織及び Ⅰ 経 営 組 織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円資 本 金 額 １ 会 社

２ 会社以外の法人・団体あてはまるものを
○ ｡ ３ 個 人で囲んでください

３ 本支社別 Ⅰ 事業所の本支社別 Ⅱ テニス場業務を行う事業所数（本社を含む。）
１ 単独事業所（支社、営業所などをもたない事業所）あてはまるものを

○ ｡ ２ 本 社（支社、営業所などをもっている本社・本店） か所で囲んでください
３ 支 社（支社、営業所など）

４ 運営方法及び Ⅰ 運営方法 Ⅱ 会員数(Ⅰで1 の場合) Ⅲ 個人会員及びスクール生の年代別割合～5
会員数等 １ 会員制のみ 法人会員 口 （計が100%となるように整数で記入してください。）

２ 会員制及びスクール 20 20代 30代 40代 50代 60 計あてはまるものを 歳未満 歳以上
○ ｡ ３ 会員制及び面貸し 個人会員（男） 人 % % % % % % 100%で囲んでください

４ ､ｽｸｰﾙ 個人会員（女） 人 % % % % % % 100%会員制 及び面貸し
５ スクール及び面貸し スクール生（男） 人 % % % % % % 100%
６ 面貸しのみ スクール生（女） 人 % % % % % % 100%
７ その他

注１ 「常用雇用者 とは１か月を超える雇用５ 従業者数 Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ 事業所でテニス場業務に従事する従業者数 」
契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以平成１６年 月 日11 1 （「出向・派遣者」は含まない。）
上働き、現在も雇用されている人をいい、ま現在又はこれに最も ①個人事業主 無給家 常用雇用者 ④臨時雇用者 計 出向・派遣者区 ､
た、③は、事業所で「嘱託」、「パートタイ近い給与締切日現在 族従業者又は有給役員 ②正社員 正職員 ③パート・アルバｲﾄ等 ①～④ 受入者 送出者人 ､ ( )分
マー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で記入してください 人 人 人 人 人 人 人｡ 注１ 事業所の従業者数には有給役 男
で呼ばれている人をいいます。員、臨時雇用者を含む。 女 人 人 人 人 人 人 人

注２ 事業所の従業者数には「出向・ 注２ 「出向・派遣者」には、テニス場業務に従事す

派遣者」の「送出者」を含み、 るために「受入・送出」した人数を記入してく

ださい。「受入者」を含まない。 Ⅲ Ⅱのテニス場業務に従事する部門別従業者数
その他 計管理・営業 フロント 指 導 員 食堂・売店

（ 直 営 ）部 門 部 門

人 人 人 人 人 人

６ 年間売上高 Ⅰ 事業所全体の年間売上高 Ⅱ 非会員の面貸し曜日別利用料金（消費税額を含む。）
土曜・日曜・祝祭日及び利用料金 区 分 区 分千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 月～金曜日

平成１５年 月 日から 時間制料金 時間当たり換算料金 円 円11 1 テ 利 用 料 金 収 入 (2 )
10 31 ニ 入 会 金 収 入 ( )平成１６年 月 日ま 設定している料金制について曜日別に基本利用料金を記入して下さい

年 ・ 月 会 費 収 入での 年間又は最も近い決1 ス
1 場 スクール（指導）収入 Ⅲ 入会金、預託金、年会費及び月会費の金額算日前の 年間について記
｡ 部 区 分 法 人 会 員 個 人 会 員入してください オートテニス練習場収入

百万 十万 万 千 百 十 円 百万 十万 万 千 百 十 円門 食堂・売店（直営)売上収入
そ の 他 の 収 入 入会金

他のスポーツ施設収入 預託金
そ の 他 の 収 入 年会費

計 月会費

７ 面積及び施設等 Ⅰ テニス施設の占有敷地面積 Ⅱ テニス施設の所有形態割合 Ⅲ コートの種類及び面数
ｵｰﾄﾃﾆｽ 自己所有地 ％ 区 分 屋 内 屋 外計が１００％となるように
練習場の数値 整数で記入してください。 面 面㎡ 借 地 ％ クレーコート
を含めて記入 面 面計 １００ ％ ハードコート
してください 面 面｡ 砂入り人工芝コート

面 面人工芝コート
面 面その他のコート

Ⅳ オートテニス練習場の有無 Ⅴ オートテニス練習場の打席数 Ⅵ 駐車場の台数 Ⅶ ナイター照明の有無
１ あ り １ あ り
２ な し 打席 台 ２ な し

駐車場がない場合は０と記入してください。

８ 利用者数等 Ⅰ テニス場の年間面貸し延べ利用者数 Ⅱ テニス場の年間延べスクール受講者数

人 人

Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額 （消費税額を含む。）９ 営業費用及び Ⅰ 事業所全体の営業費用（消費税額を含む。）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円営業用有形固 区 分 区 分

定資産取得額 給 与 支 給 総 額 機械・設備・装置
11 1 施 設 管 理 費 土 地平成１５年 月 日から

建物・その他の有形固定資産平成１６年 月 日ま10 31 土 地・建 物
1 機 械・装 置 計での 年間又は最も近い決
1 1 0 ( ｡) ｡算日前の 年間について記 注１ 耐用年数 年以上で取得価額が１ 万円以上の有形固定資産の取得額 購入手数料を含む を記入してください食堂・売店（直営)売上原価

入してください 注 過去 年間に、営業用有形固定資産の取得がない場合には を記入してください。｡ その他の営業費用 2 1 0
計

注 「給与支給総額」は 基本給、賞与、諸手当で所得税 社会保険料 組合費などを差し引く以前の1 ､ ､ ､
｡いわゆる税込み額を記入してください

2 ･ ､ ｡注 食堂 売店の売上原価は 直営部門のみ記入してください

備 考 記 入 内 容 に つ い て 特 記 す べ き 事 項 が あ れ ば 記 入 し て く だ さ い 記 入 者 記 入 内 容 の 照 会 に 回 答 で き る 人 の 部 課 名 と 氏 名 申 告 者 （代 表 者） の 氏 名( ｡ ) ( ) ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ )

経 済 産 業 省

★

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
調
査
員
に
一
部
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ
、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

★

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の
「
テ
ニ
ス
場
（
テ
ニ
ス
練
習
場
を
含
む
。
）
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★

※
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

秘

賃
借
料



※ 調 査 区 指定統計 平成１６年特定サービス産業実態調査 業 種 事 業 所※都道府県 ※市 区 町 村 ※

番 号 第 113号 番 号 番 号 番 号ボ ウ リ ン グ 場 調 査 票 番 号
平成１６年１１月１日 １ ３特定サービス産業実態統計

フ リ ガ ナ１ 事業所名及び所在地
Ⅰ 事 業 所 名

( )〒
電話 局 番Ⅱ 事業所の所在地 ( )

( ､ ､ ｡)貴事業所が支社 営業所の場合には 本社の所在地を下の欄に記入してください
( )〒

電話 局 番Ⅲ 本社の所在地 ( )

２ 経営組織及び Ⅰ 経 営 組 織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円資 本 金 額 １ 会 社

２ 会社以外の法人・団体あてはまるものを
○ ｡ ３ 個 人で囲んでください

３ 本支社別 Ⅰ 事業所の本支社別 Ⅱ ボウリング場業務を行う事業所数（本社を含む。）
１ 単独事業所（支社、営業所などをもたない事業所）あてはまるものを

○ ｡ ２ 本 社（支社、営業所などをもっている本社・本店） か所で囲んでください
３ 支 社（支社、営業所など）

４ 事業の形態 Ⅰ 事業の形態
あてはまるものを 場が中心であり、付帯施設にプロショップ、レストラン（喫茶、スナック等を含む。）、ミーティングルームなどの一般的な範囲での施設がある。１ ボウリング中心型･･･ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ
○ ｡ ２ 並列型･････････････ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ ﾌﾟｰﾙ､ﾋﾞﾘﾔｰﾄﾞ､ ､ｺﾞﾙﾌ ､ﾃﾆｽ ､ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ､ｻｳﾅ ｡で囲んでください 場の他に 卓球場 練習場 場 等の付帯施設がある

総合 の一施設としてボウリング場がある。又はホテル、レジャーランド、ショッピングセンター等の施設の一部にボウリング場がある。３ 付帯施設中心型･････ ﾚｼﾞｬｰ･ｾﾝﾀｰ

５ 運営方法及び Ⅰ 運営方法 Ⅱ 会員数 Ⅲ 個人会員の男女別、年代別割合
会員数 １ 会員・非会員制併用 法人会員 口 （計が100%となるように整数で記入してください。）

（会員制のみの場合を含む。） 20 20代 30代 40代 50代 60 計あてはまるものを 歳未満 歳以上
○ ｡ ２ 非会員制 個人会員（男） 人 % % % % % % 100%で囲んでください

個人会員（女） 人 % % % % % % 100%

注１ 「常用雇用者 とは１か月を超える雇用６ 従業者数 Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ 事業所でボウリング場業務に従事する従業者数 」
契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日平成１６年 月 日11 1 （｢出向・派遣者｣は含まない。）
上働き、現在も雇用されている人をいい,ま現在又はこれに最も ①個人事業主 無給家 常用雇用者 ④臨時雇用者 計 出向・派遣者区 ､
た、③は、事業所で「嘱託」、「パートタイ近い給与締切日現在 族従業者又は有給役員 ②正社員 正職員 ③パート・アルバイト等 ①～④ 受入者 送出者人 ､ ( )分

マー」、「アルバイト」又はそれに近い名で記入してください 人 人 人 人 人 人 人｡ 注１ 事業所の従業者数には有給役 男

称で呼ばれている人をいいます。員、臨時雇用者を含む。 女 人 人 人 人 人 人 人
注２ 事業所の従業者数には「出向・ 注２ 「出向・派遣者」には、ボウリング場業務に

派遣者」の「送出者」を含み、 従

「受入者」を含まない。 事するために「受入・送出」した人数を記入し

てください。Ⅲ Ⅱのボウリング場業務に従事する部門別従業者数

その他 計管理・営業 フロント 機械部門 指導員 食堂・売店

（直営）部 門 部 門

人 人 人 人 人 人 人

７ 年間売上高 Ⅰ 事業所全体の年間売上高 Ⅱ 会員・非会員別曜日別平均利用料金（平成16年11月1日現在）（消費税額を含む。）
土曜・日曜・祝祭日及び利用料金 区 分 区 分 月～金曜日千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

11 1 ボ 場 利 用 料 金 収 入 会 員 円 円平成１５年 月 日から
10 31 ウ 部 入 会 金 収 入 円 円平成１６年 月 日ま 非会員 大人

1 リ 門 年 ・ 月 会 費 収 入 円 円での 年間又は最も近い決 小人
注：１ゲーム当たりの平均的な利用料金を記入してください。算日前の 年間について記1 ン 食堂・売店（直営)売上収入

｡ グ そ の 他 の 収 入 Ⅲ 入会金、年会費及び月会費の金額入してください
他 の ス ポ ー ツ 施 設 収 入 区 分 法 人 会 員 個 人 会 員

百万 十万 万 千 百 十 円 百万 十万 万 千 百 十 円そ の 他 の 収 入
計 入 会 金

年 会 費
月 会 費

８ 面積及び施設等 Ⅰ ボウリング場の総延べ床面積 Ⅱ ボウリング場のレーン数
総 レ ー ン 数 ﾚｰﾝ

㎡ ﾚｰﾝうちオートマチックスコアラー
ﾚｰﾝう ち ノ ン ガ ー タ

９ 利用者数等 Ⅰ ボウリング場の年間延べ利用者数及びゲーム数
利 用 者 数 人
ゲ ー ム 数 ゲーム

Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額（消費税額を含む。）10 営業費用及び Ⅰ 事業所全体の営業費用（消費税額を含む。）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円営業用有形固 区 分 区 分

定資産取得額 給 与 支 給 総 額 機械・設備・装置
11 1 施 設 管 理 費 土 地平成１５年 月 日から

建物・その他の有形固定資産平成１６年 月 日ま10 31 土 地・建 物
1 機 械・装 置 計での 年間又は最も近い決
1 1 0 ( ｡) ｡算日前の 年間について記 注１ 耐用年数 年以上で取得価額が１ 万円以上の有形固定資産の取得額 購入手数料を含む を記入してください食堂・売店（直営)売上原価

入してください 注 過去 年間に、営業用有形固定資産の取得がない場合には を記入してください。｡ その他の営業費用 2 1 0
計

注 「給与支給総額」は 基本給、賞与、諸手当で所得税 社会保険料 組合費などを差し引く以前の1 ､ ､ ､
｡いわゆる税込み額を記入してください

2 ･ ､ ｡注 食堂 売店の売上原価は 直営部門のみ記入してください

備 考 記 入 内 容 に つ い て 特 記 す べ き 事 項 が あ れ ば 記 入 し て く だ さ い 記 入 者 記 入 内 容 の 照 会 に 回 答 で き る 人 の 部 課 名 と 氏 名 申 告 者 代 表 者 の 氏 名( ｡ ) ( ) ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) ( )

経 済 産 業 省

★

記
入
に
当
た
っ
て
は
、
別
紙
の
「
ボ
ウ
リ
ン
グ
場
調
査
票
記
入
注
意
」
を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い
。

★

※
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

★

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
事
業
所
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
調
査
員
に
一
部
提
出
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※ 調 査 区 指定統計 平成１６年特定サービス産業実態調査 業 種 事 業 所※都道府県 ※市 区 町 村 ※

番 号 第 113号 番 号 番 号 番 号遊園地・テーマパーク調査票 番 号
平成１６年１１月１日 １ ８特定サービス産業実態統計

フ リ ガ ナ１ 事業所名及び所在地
Ⅰ 事 業 所 名

( )〒
電話 局 番Ⅱ 事業所の所在地 ( )

( ､ ､ ｡)貴事業所が支社 営業所の場合には 本社の所在地を下の欄に記入してください
( )〒

電話 局 番Ⅲ 本社の所在地 ( )

２ 経営組織及び Ⅰ 経 営 組 織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円資 本 金 額 １ 会 社

２ 会社以外の法人・団体、個人あてはまるものを
○ ｡ ３ 国・地方公共団体で囲んでください

３ 事業の形態 Ⅰ 事業形態 Ⅱ テーマパークの設定テーマ
１ 遊園地 １ 外国の建物・文化あてはまるものを

○ ｡ ２ テーマパーク ２ 日本の文化・歴史で囲んでください
３ 動物園 ３ 近未来・アドベンチャー
４ 水族館 ４ ファンタジー Ⅲ 設定テーマ
５ その他 ５ 文化・芸術

６ その他

注１ 「常用雇用者 とは１か月を超える雇用契約４ 従業者数 Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ 事業所で遊園地・テーマパーク業務に従事する従業者数 」
者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上平成１６年 月 日11 1 （｢出向・派遣者｣は含まない。）
働き、現在も雇用されている人をいい、また、現在又はこれに最も ①個人事業主 無給家 常用雇用者 ④臨時雇用者 計 出向・派遣者区 ､
③は、事業所で「嘱託」、「パートタイマ近い給与締切日現在 族従業者又は有給役員 ②正社員 正職員 ③パート・アルバイト等 ①～④ 受入者 送出者人 ､ ( )分

」、「アルバイト」又はそれに近い名称で記入してください。 人 人 人 人 人 人 人注１ 事業所の従業者数には有給役 マー男

で呼ばれている人をいいます。員、臨時雇用者を含む。 女 人 人 人 人 人 人 人
注２ 事業所の従業者数には「出向・ 注２ 「出向・派遣者」には、遊園地・テーマパーク

派遣者」の「送出者」を含み、 業務に従事にるために「受入・送出」した人数

ください。「受入者」を含まない。 を記入して

Ⅲ Ⅱの遊園地・テーマパーク業務に従事する部門別従業者数
その他 計管理・営業 出札・案内 現 業 部 門 食堂・売店

部 門 部 門 （直営）

人 人人 人 人 人

（消費税額を含む。）５ 年間売上高 Ⅰ 事業所全体の年間売上高
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円及び入場料 区 分

入 場 料 及 び 施 設 利 用 料 金 収 入平成１５年 月 日から11 1
食 堂 ・ 売 店 （ 直 営 ) 売 上 収 入平成１６年 月 日ま10 31
駐 車 場 利 用 料 金 収 入での 年間又は最も近い決1
そ の 他 の 収 入算日前の 年間について記1

｡ 計入してください

Ⅱ 入場料（パスポート料金等を含む。）
入場料の有無 ２ 入場料(消費税額を含む。)１

注 入場料とは、入場の際必ず支払いを必要とする料金をいいます。なお、入場料として１ あ り 区 分 入 場 料
料金を設定せず、入場料に施設利用料金を含めた料金（パスポート料金、フリーパス料２ な し 大 人 円
金等）の設定だけを行っている場合には、その料金とします。小 人 円

６ 面積及び施設等 Ⅰ 遊園地・テーマパークの Ⅳ 遊園地・テーマパークの施設別 Ⅴ 保有施設（ ）あてはまるものをすべて○で囲んでください。
総敷地面積 敷地面積割合 １ ｱﾄﾗｸｼｮﾝ施設 （ 種類）

遊 戯 施 設 ％ ２ 大型遊具 （ 種類）
㎡ 博物館相当施設 ％ ３ 自然遊具 （ 種類）

スポーツ施設 ％ ４ 他の遊戯施設（ 種類）
Ⅱ 遊園地・テーマパークの そ の 他 ％ ５ 動物園
所有形態割合 計 １００ ％ ６ 植物園
自己所有地 ％ ７ 水族館注1 「遊戯施設敷地面積」とは、アトラクション施設、大型遊具、自然遊具の
公 有 地 ％ ８ 他の博物館相当施設（ 種類）遊戯施設を設置している敷地及びそれらの周囲のいわゆるプレイゾーン
借 民有地 ％ ９ プールの敷地の面積をいいます。
地 公有地 ％ 10 スケート場注2 「博物館相当施設面積」とは、動物園、植物園、水族館等の博物館相当施

計 １００ ％ 11 テニス場設の建物並びにその入口及び外周の環境施設の敷地の面積をいいます。
（ 12 他のスポーツ施設（ 種類）計が１００％となるように整数で記入してください。） 注3 「スポーツ施設敷地面積」とは、プール、スケート場、テニス場並びにそ

13 食堂・売店（直営）れらのレストハウス、管理施設、その他の関連施設の敷地面積をいいます。
Ⅲ 駐車場の台数 14 宿泊施設（直営で同一敷地内の施設のみ）注４「その他」とは、食堂・売店、宿泊施設（同一敷地内の施設のみ）、入場者、

管理事務所従業員、取引業者、催事関係等すべての車両駐車スペース、
噴水、池、遊戯並びにそれらの環境施設、ステージなどを含めます。台

入場者に供する駐車場台数のみ記入してください。）（

７ 入場者数 Ⅰ 遊園地・テーマパークの年間延べ入場者数
区 分 入 場 者 数
大 人 人
小 人 人
計 人

Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額（消費税額を含む。）８ 営業費用及び Ⅰ 事業所全体の営業費用（消費税額を含む。）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円営業用有形固 区 分 区 分

定資産取得額 給 与 支 給 総 額 機械・設備・装置
11 1 施 設 管 理 費 土 地平成１５年 月 日から

建物・その他の有形固定資産平成１６年 月 日ま10 31 土 地 ・ 建 物
1 機 械 ・ 装 置 計での 年間又は最も近い決
1 1 0 ( ｡) ｡算日前の 年間について記 注１ 耐用年数 年以上で取得価額が１ 万円以上の有形固定資産の取得額 購入手数料を含む を記入してください食堂・売店（直営)売上原価

入してください 注 過去 年間に、営業用有形固定資産の取得がない場合には を記入してください。｡ その他の営業費用 2 1 0
計

注 「給与支給総額」は 基本給、賞与、諸手当で所得税 社会保険料 組合費などを差し引く以前の1 ､ ､ ､
｡いわゆる税込み額を記入してください

2 ･ ､ ｡注 食堂 売店の売上原価は 直営部門のみ記入してください

備 考 記 入 内 容 に つ い て 特 記 す べ き 事 項 が あ れ ば 記 入 し て く だ さ い 記 入 者 記 入 内 容 の 照 会 に 回 答 で き る 人 の 部 課 名 と 氏 名 申 告 者（ 代 表 者 ） の 氏 名( ｡ ) ( ) ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ )
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※ 調 査 区 指定統計 平成１６年特定サービス産業実態調査 業 種 事 業 所※都道府県 ※市 区 町 村 ※

番 号 第 113号 番 号 番 号 番 号ゴ ル フ 練 習 場 調 査 票 番 号
平成１６年１１月１日 ２ ０特定サービス産業実態統計

フ リ ガ ナ１ 事業所名及び所在地
Ⅰ 事 業 所 名

( ）〒
電話 局 番Ⅱ 事業所の所在地 ( )

( ､ ､ ｡)貴事業所が支社 営業所の場合には 本社の所在地を下の欄に記入してください
( ）〒

電話 局 番Ⅲ 本社の所在地 ( )

２ 経営組織及び Ⅰ 経 営 組 織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円資 本 金 額 １ 会 社

２ 会社以外の法人・団体あてはまるものを
○ ｡ ３ 個 人で囲んでください

３ 本支社別 Ⅰ 事業所の本支社別 Ⅱ ゴルフ練習場業務を行う事業所数（本社を含む。）
１ 単独事業所（支社、営業所などをもたない事業所）
２ 本 社（支社、営業所などをもっている本社・本店） か所あてはまるものを

○ ｡ ３ 支 社（支社、営業所など）で囲んでください

４ 運営方法及び Ⅰ 運営方法 Ⅱ 会員数( で1又は2の場合) Ⅲ 個人会員の男女別、年代別割合Ⅰ
会員数 １ 会員制 法人会員 口 （計が100%となるように整数で記入してください。）

２ 会員・非会員制 20 20代 30代 40代 50代 60 計歳未満 歳以上
３ 非会員制 個人会員（男） 人 % % % % % % 100%あてはまるものを

○ ｡ 個人会員（女） 人 % % % % % % 100%で囲んでください

注１ 「常用雇用者 とは１か月を超える雇用５ 従業者数 Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ 事業所でゴルフ練習場業務に従事する従業者数 」
契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日平成１６年 月 日11 1 （「出向・派遣者」は含まない。）
以上働き、現在も雇用されている人をいい、現在又はこれに最も ①個人事業主 無給家 常 用 雇 用 者 ④臨時雇用者 計 出向・派遣者区 ､
また、③は、事業所で「嘱託」、「パートタ近い給与締切日現在 族従業者又は有給役員 ②正社員 正職員 ③パート・アルバｲﾄ等 ①～④ 受入者 送出者人 ､ ( )分

イマー」、「アルバイト」又はそれに近い名で記入してください 人 人 人 人 人 人 人｡ 注１ 事業所の従業者数には有給役 男

称で呼ばれている人をいいます。員、臨時雇用者を含む。 女 人 人 人 人 人 人 人
注２ 事業所の従業者数には「出向・ 注２ 「出向・派遣者」には、ゴルフ練習場業務に

を記派遣者」の「送出者」を含み、 従事するために「受入・送出」した人数

入してください。「受入者」を含まない。

Ⅲ Ⅱのゴルフ練習場業務に従事する部門別従業者数
その他 計管理・営業 フロント 指導員 食堂・売店

（ 直 営 ）部 門 部 門

人 人 人 人 人

６ 年間売上高 Ⅰ 事業所全体の年間売上高 Ⅱ 会員・非会員別曜日別利用料金（平成16年11月1日現在）（消費税額を含む。）
土曜・日曜・祝祭日及び利用料金 区 分 区 分 月～金曜日千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

11 1 ゴ 習 利 用 料 金 収 入 会 １ 球 円 円平成１５年 月 日から
10 31 ル 場 年・月会費収入 １ 箱 個 円 個 円平成１６年 月 日ま

1 フ 員 打ち放題(2 円 円での 年間又は最も近い決 時間当たり)部 食堂・売店（直営）売上収入

1 練 門 そ の 他 の 収 入 非 １ 球 円 円算日前の 年間について記
｡ 他のスポーツ施設収入 会 １ 箱 個 円 個 円入してください

そ の 他 の 収 入 員 打ち放題(2 円 円時間当たり)
注 「打ち放題」は、 時間当たり換算料金で記入してください。計 2

Ⅲ 指導料金（20分換算で平均指導料金を記入してください。）
円

７ 面積及び施設等 Ⅰ ゴルフ練習場の占有敷地面積 Ⅱ ゴルフ練習場の所有形態割合 Ⅲ 駐車場の台数 Ⅳ ゴルフ練習場の打席数
自己所有地 ％

㎡ 借 地 ％ 台 打席
計 １００ ％
計が１００％となるように 駐車場がない場合はⅤ 打席からネットまでの距離
整数で記入してください。 ０と記入してください。１ ５０ｍ未満

２ ５０ｍ以上１００ｍ未満
３ １００ｍ以上２００ｍ未満
４ ２００ｍ以上

８ 利用者数 Ⅰ ゴルフ練習場の年間延べ利用者数

人

Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額（消費税額を含む。）９ 営業費用及び Ⅰ 事業所全体の営業費用（消費税額を含む。）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円営業用有形固 区 分 区 分

定資産取得額 給 与 支 給 総 額 機械・設備・装置
11 1 施 設 管 理 費 土 地平成１５年 月 日から

建物・その他の有形固定資産平成１６年 月 日ま10 31 土 地・建 物
1 機 械・装 置 計での 年間又は最も近い決
1 1 0 ( ｡) ｡算日前の 年間について記 注１ 耐用年数 年以上で取得価額が１ 万円以上の有形固定資産の取得額 購入手数料を含む を記入してください食堂・売店（直営)売上原価

入してください 注 過去 年間に、営業用有形固定資産の取得がない場合には を記入してください。｡ その他の営業費用 2 1 0
計

注 「給与支給総額」は､基本給、賞与、諸手当で所得税 社会保険料 組合費などを差し引く以前の1 ､ ､
いわゆる税込み額を記入してください。

2 ･ ､ ｡注 食堂 売店の売上原価は 直営部門のみ記入してください

備 考 記 入 内 容 に つ い て 特 記 す べ き 事 項 が あ れ ば 記 入 し て く だ さ い 記 入 者 記 入 内 容 の 照 会 に 回 答 で き る 人 の 部 課 名 と 氏 名 申 告 者 代 表 者 の 氏 名( ｡ ) ( ) ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) ( )
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※ 調 査 区 指定統計 平成１６年特定サービス産業実態調査 業 種 市区町村 事 業 所※都道府県 ※ ※

番 号 第 113号 番 号 番 号 番 号劇場（貸しホールを含む。）調査票 番 号
２ ４特定サービス産業実態統計

平成１６年１１月１日
フ リ ガ ナ１ 事業所名及び所在地

Ⅰ 事 業 所 名

( )〒
電話 局 番Ⅱ 事業所の所在地 ( )

( ､ ､ ｡)貴事業所が支社 営業所の場合には 本社の所在地を下の欄に記入してください
( ）〒

電話 局 番Ⅲ 本社の所在地 ( )

２ 経営組織及び Ⅰ 経 営 組 織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円資 本 金 額 １ 会 社

２ 会社以外の法人・団体あてはまるものを○
｡ ３ 個 人で囲んでください

３ 本支社別 Ⅰ 事業所の本支社別 Ⅱ 劇場業務を行う事業所数（本社を含む。）
１ 単独事業所（支社、営業所などをもたない事業所）あてはまるものを○

｡ ２ 本 社（支社、営業所などをもっている本社・本店） か所で囲んでください
３ 支 社（支社、営業所など）

４ 事業の形態 Ⅰ 事業所の運営形態 Ⅱ 事業所の事業形態
１ 自主運営 １ 自主公演、提携公演を行う劇場あてはまるものを○

｡ ２ 国・地方公共団体からの管理運営委託 ２ 自主公演、提携公演を行わない劇場（賃貸のみ）で囲んでください

注１ 「常用雇用者 とは１か月を超える雇用５ 従業者数 Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ 事業所で劇場業務に従事する従業者数 」
契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日平成１６年 月 日11 1 （｢出向・派遣者｣は含まない。）
以上働き、現在も雇用されている人をいい、現在又はこれに最も ①個人事業主 無給家族 常用雇用者 ④臨時雇用者 計 出向・派遣者区 ､
また、③は、事業所で「嘱託」、「パートタ近い給与締切日現在 従業者又は有給役員 ②正社員 正職員 ③パート・アルバｲﾄ等 ①～④ 受入者 送出者人 ､ ( )分
イマー」、「アルバイト」又はそれに近い名で記入してください 人 人 人 人 人 人 人｡ 男注１ 事業所の従業者数には有給役

称で呼ばれている人をいいます。員、臨時雇用者を含む。 女 人 人 人 人 人 人 人
注２ 事業所の従業者数には「出向・ 注２ 「出向・派遣者」には、劇場業務に従事する

記入してくだ派遣者」の「送出者」を含み、 ために「受入・送出」した人数を

さい。「受入者」を含まない。

Ⅲ Ⅱの劇場業務に従事する部門別従業者数
管理・営業 出札・案内 製作・公演部門 食堂・売店 その他 計

部 門 部 門 企画・渉外 劇 団 員 (直営）

人 人 人 人 人 人 人

６ 年間売上高等 Ⅰ 事業所全体の年間売上高 Ⅱ 演劇公演による入場料売上先割合（消費税を含む。）
個 人 企 業 ・ 団 体 計平成１５年 月 日から 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円11 1 区 分

サービス業 そ の 他平成１６年 月 日ま10 31 演 劇 入 場 料 収 入 （一般消費者）

％ ％ ％ １００％での 年間又は最も近い決1 公 演 賃 貸 収 入
注 入場料売上先割合は、「Ⅰ 事業所全体の年間売上高」の「演劇公演算日前の 年間について記1 入 場 料 収 入演 劇 公
入場料収入」の 売り上げ先別割合を ％で記入してください。入してください｡ 賃 貸 収 入演 以 外

Ⅳ 入場料金、あるいは賃貸料金食堂・売店（直営）売上収入
自主公演、提携公演等で、貴事業所が入場料金をそ の 他 の 収 入 １ 入場料金
設定、徴収している場合計

円 円最も高い料金 最も安い料金
２ 賃貸料金（演劇公演に場所を提供している場合）

全日（あるいは一日換算）Ⅲ 寄付・助成金及び補助金等の収入
円１ ある 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 月～金曜日

土曜・日曜・祝祭日 円２ ない

７ 面積及び施設等 Ⅰ 施設の延べ床面積 Ⅱ 座席数
区 分 固 定 席 可 動 席注 劇場用のホールを複数持っている場合は

座 席 数 席 席㎡ それらの床面積を合算してください。

劇場用のホールを複数持っている場合は注

それらの座席数を合算してください。Ⅲ 施設の年間使用日数（賃貸日数も含む。）
区 分 自主公演、提携公演 賃 貸 日 数 休館日数

演 劇 用 演劇用以外 演 劇 用 演劇用以外
日 数 日 日 日 日 日
劇場用のホールを複数持っている場合は、劇場公演として最も使用の多いホールの注

劇場使用日数を記入してください。

Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額 （消費税額を含む。）８ 営業費用及び Ⅰ 事業所全体の営業費用（消費税額を含む。）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円営業用有形固 区 分 区 分

定資産取得額 給 与 支 給 総 額 機械・設備・装置
11 1 制 作 費 ・ 公 演 料 土 地平成１５年 月 日から

建物・その他の有形固定資産平成１６年 月 日ま10 31 広 告 ・ 宣 伝 費
1 土 地 ・ 建 物 計での 年間又は最も近い決

｡ 機 械 ・ 装 置 1 0 ( ｡) ｡入してください 注１ 耐用年数 年以上で取得価額が１ 万円以上の有形固定資産の取得額 購入手数料を含む を記入してください
注 過去 年間に、営業用有形固定資産の取得がない場合には を記入してください。食堂・売店（直営）売上原価 2 1 0

その他の営業費用
計

注1 国・地方公共団体から管理・運営を委託されている場合は、その事業支出を記入してください。
注2 「給与支給総額」は､基本給、賞与、諸手当で所得税 社会保険料 組合費などを差し引く以前､ ､

のいわゆる税込み額を記入してください。
･ ､ ｡注3 食堂 売店の売上原価は 直営部門のみ記入してください

備 考 記 入 内 容 に つ い て 特 記 す べ き 事 項 が あ れ ば 記 入 し て く だ さ い 記 入 者 記 入 内 容 の 照 会 に 回 答 で き る 人 の 部 課 名 と 氏 名 申 告 者 代 表 者 の 氏 名( ｡ ) ( ) ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) ( )

経 済 産 業 省
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※ 調 査 区 指定統計 平成１６年特定サービス産業実態調査 業 種 事 業 所※都道府県 ※市 区 町 村 ※

番 号 第113号 番 号 番 号 番 号映画制作・配給業、ビデオ発売業調査票 番 号
平成１６年１１月１日 ２ ８特定サービス産業実態統計

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ1 企業名及び所在地
企 業 名Ⅰ

( )〒
企 業 の 所 在 地 電 話 局 番Ⅱ ( )

経営組織、 ( ) ( ｡)2 Ⅰ Ⅱ Ⅲ経 営 組 織 資 本 金 額 又 は 出 資 金 額 事業の形態 主としている形態に○を一つ付けてください
会 社 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 映 画 制 作資本金額等 1 1

あてはまるものを○で 会社以外の法人 団体 映 画 配 給2 ･ 2
囲んでください 個 人 発売｡ 3 3 ﾋﾞﾃﾞｵ

注１ 「常用雇用者 とは１か月を超える雇用契約3 従業者数 企業の従業者数 ･ ﾋﾞﾃﾞｵⅠ Ⅱ 企業で映画制作 配給業、 発売業務に従事する従業者数 」
者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働平成１６年 月 日 映画の興行部門の従業者は含まない。「出向・派遣者」は含まない。）11 1 (
き、現在も雇用されている人をいい、また、現在又はこれに最も近 人 ①個人事業主 無給家 常用雇用者 ④臨時雇用者 計 出向・派遣者区 ､
③は、事業所で「嘱託」、「パートタイい給与締切日現在で記 族従業者又は有給役員 ②正社員 正職員 ③パート・アルバｲﾄ等 ①～④ 受入者 送出者注１ 事業所の従業者数には有給役 分 ､ ( )
マー」、「アルバイト」又はそれに近い名称入してください 人 人 人 人 人 人 人｡ 員、臨時雇用者を含む。 男

で呼ばれている人をいいます。注２ 事業所の従業者数には「出向・ 女 人 人 人 人 人 人 人
派遣者」の「送出者」を含み、 注２ 「出向・派遣者」には、映画制作・配給業、ビ

「受入者」を含まない。 デオ発売業務に従事するために「受入・送出」

した人数を記入してください。

Ⅱの映画制作 配給業、 発売業務に従事する部門別従業者数Ⅲ ･ ﾋﾞﾃﾞｵ
管 理・営 業 部 門 企 画 部 門 制 作 部 門 配 給 部 門 宣 伝 部 門 そ の 他 計

人 人 人 人 人 人 人

企業の年間売上高及び 企 業 の 年 間 売 上 高 消 費 税 額 を 含 む 企 業 の 年 間 売 上 高 に 占 め る 各 業 務 の 割 合4 Ⅰ Ⅱ( ｡)
･ ､ ﾋﾞﾃﾞｵ 1 100% ｡映画制作 配給業 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 映 画 制 作 映 画 配 給 そ の 他 の 計 注 計が となるように整数で記入してください

ﾋﾞﾃﾞｵ 2 ｢ ｣､｢ ｣､｢ﾋﾞﾃﾞｵ ｣ ､ (1)発売業務に 業 務 業 務 発 売 業 務 業 務 注 映画制作業務 映画配給業務 発売業務 の割合は それぞれ下表の
% % % % 1 0 0 % (2)､(3) ｡よる年間売上高等 に記入する各業務の年間売上高を企業の年間売上高で除した割合となります

平成１５年 月 日11 1
から平成１６年 映画制作業務による年間売上高 消費税を含む 映 画 制 作 業 務 に よ る 年 間 売 上 高 の 売 上 種 類 別 割 合10 ( ｡) ｢ ｣Ⅰ Ⅱ
月 日までの 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 映 画 の 配 給 収 入 版 権 収 入 放 映 権 収 入 版権 受 託 制 作 映画 そ の 他 計31 1 (1) ﾋ ﾞ ﾃ ﾞ ｵ ﾃ ﾚ ﾋ ﾞ ｻﾝﾄﾗ ﾃﾚﾋﾞ
年間又は最も近い決 国 内 国 外 国 内 国 外 国 内 国 外 収 入 収 入 制 作 収 入映

1 % % % % % % % % % % 1 0 0 %算日前の 年間につ 画
制いて記入してくださ

い 映画制作本数 映画輸出作品本数｡ 作 Ⅲ Ⅵ
計が となる 劇 場 用 映 画100% 業
ように整数で記入し 劇 映 画 教 育 映 画 記 録 映 画 そ の 他 計務 ｱ ﾆ ﾒ ｰ ｼ ｮ ﾝ
てください 出 資 制 作 共同出資制作 受 託 制 作 出 資 制 作 共同出資制作 受 託 制 作 本｡

本 本 本 本 本 本 本 本 本 本

映画配給業務による年間売上高 消費税を含む 映 画 配 給 業 務 に よ る 年 間 売 上 高 の 売 上 種 類 別 割 合Ⅰ Ⅱ( ｡) ｢ ｣
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 映 画 の 配 給 収 入 版権収入 放映権 版権 そ の 他 計(2) ﾋﾞﾃﾞｵ ﾃﾚﾋﾞ ｻﾝﾄﾗ

邦 画 洋 画 国 内 国 外 収 入 収 入映
% % % % % % % 1 0 0 %画

配
映画配給 本数 Ⅵ 系列 非系列映画館別の配給 本数割合給 Ⅲ ﾌﾟﾘﾝﾄ ･ ﾌﾟﾘﾝﾄ

区 分 劇 場 用 映 画 教 育 映 画 記 録 映 画 そ の 他 計 系 列 の 非 系 列 計業
劇 映 画 映 画 館 の 映 画 館務 ｱﾆﾒｰｼｮﾝ

% % 1 0 0 %邦 画 本 本 本 本 本 本
洋 画 本 本 本 本 本 本 注 系列の映画館とは 映画制作会社が自ら経営している映画館及び､

｡映画制作会社から出資を受けて経営している映画館をいいます

発売業務による年間売上高 消費税を含む 発売業務による年間売上高 の売上種類別割合Ⅰ Ⅱﾋﾞﾃﾞｵ ( ｡) ｢ﾋﾞﾃﾞｵ ｣
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 発 売 収 入 版権 放映権 受 託 制 作 そ の 他 計(3) ﾋﾞ ﾃ ﾞ ｵ ﾋﾞﾃﾞｵ ﾃﾚﾋﾞ

邦 画 洋 画 番組 そ の 他 収 入 収 入 収 入ビ ﾃﾚﾋﾞ
% % % % % % % % 1 0 0 %デ

オ
ﾋﾞﾃﾞｵ ( ､ ｡)発 Ⅲ 発売本数 返品数は 差し引いてください

( ) ( ) ﾃ ﾚ ﾋﾞ ｵ ﾘ ｼﾞ ﾅ ﾙ ﾋﾞ ﾃﾞ ｵ売 劇 場 映 画 邦 画 劇 場 映 画 洋 画 番 組
劇 映 画 劇 映 画 そ の 他 映 画 音楽 芸能 趣味 教 育 そ の 他 計業 ｱﾆﾒｰｼｮﾝ ｱﾆﾒｰｼｮﾝ ﾄﾞ ﾗ ﾏ ､ ､BGV､ ､ ､ ｽﾎﾟｰﾂ

教養務 ﾄﾞﾗﾏ ｶ ﾗ ｵ ｹ
本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本

Ⅱ 企業の過去１年間における営業用有形固定資産取得額（消費税額を含む。）５ 営業費用及び Ⅰ 企業全体の営業費用（消費税額を含む。）
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円営業用有形固 区 分 区 分

定資産取得額 給 与 支 給 総 額 機械・設備・装置
11 1 人 件 費 土 地平成１５年 月 日から

そ の 他 の 制 作 費 建物・その他の有形固定資産平成１６年 月 日ま10 31
1 外 注 費 計での 年間又は最も近い決
1 配 給 権 獲 得 費 1 0 ( ｡) ｡算日前の 年間について記 注１ 耐用年数 年以上で取得価額が１ 万円以上の有形固定資産の取得額 購入手数料を含む を記入してください

入してください 注 過去 年間に、営業用有形固定資産の取得がない場合には を記入してください。｡ 配 収 支 払 費 2 1 0
版 権 獲 得 費
広 告 費

土 地・建 物
機 械・装 置

その他の営業費用
計

注1 「給与支給総額」は、基本給、賞与、諸手当で所得税、社会保険料、組合費などを差し引く以前のいわゆる税込み額を記入してください。

注2 「外注費」は、業務の一部又は全部を事業所外に委託、下請、その他の形式で発注した経費を記人してください。

備 考 記 入 内 容 に つ い て 特 記 す べ き 事 項 が あ れ ば 記 入 し て く だ さ い 記 入 者 記 入 内 容 の 照 会 に 回 答 で き る 人 の 部 課 名 と 氏 名 申 告 者 代 表 者 の 氏 名( ｡ ) ( ) ( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) ( )

経 済 産 業 省
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律
第
十
八
号
）
に
基
づ
く
指
定
統
計
調
査
で
、
調
査
対
象
と
な
っ
た
す
べ
て
の
企
業
は
申
告
の
義
務
が
あ
り
ま
す
。

★

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
作
成
の
目
的
以
外
に
は
使
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
調
査
の
事
務
に
従
事
す
る
者
が
調
査
の
内
容
を
他
に
漏
ら
す
こ
と
は
法
律
に
よ
り
固
く
禁
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。

★

こ
の
調
査
票
は
、
統
計
調
査
員
に
一
部
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
調
査
票
は
経
済
産
業
省
に
送
付
さ
れ
、
厳
重
に
保
管
さ
れ
ま
す
。

秘

制
作
費

賃
借
料




